

















                         
1 文化庁（2012）によれば、2011 年の日本国内の日本語学習者は 128,161 人で 高だった 2009 年の 17
0,858 人に比べて 42,697 人減少している。日本語能力試験受験者数も 2009 年の 768,113 人から 201
1 年には 608,157 人に減少している（国際交流基金（2013）「過去の試験データ」http://www.jlpt.jp/stati
stics/archive.html）。韓国では入試制度の変更で必修であった第二外国語が入試科目で選択科目に








































                                                                  
4 台湾主計總處（2012）では、2007 年度に全失業率に占める割合が 38.13%だった高等教育卒業者の失
業比率が、2011 年には 44.37%に上昇し、年々高等教育卒業者の就職が困難になってきている。また、
年齡別でも 2011 年の平均失業率が 4.39%であるのに対して、15 歳から 24 歳の失業率は 12.47%と 25





























                         




chukyo/chukyo10/index.htm（以上、2013 年 1 月 21 日閲覧） 
8  キャリア教育・職業教育特別部会（2011）参照。 


























                         
11 日本では職業意識と教育に関する問題を扱う学会として 1980 年に進路指導学会が結成され、この
時期は主に中学生、高校生の進路選択と進路指導の問題が取り上げられていた。初期の研究例は下






















































































































                         
27 一例として、明治大学政治経済学部では二種類の企業実習コースを開設して、大学で学ぶ政治・経
済・社会の仕組みが、現場ではどのように機能しているのかを学ぶ体験をカリキュラム化している（http:



















現在、新しい能力観として PISA やコンピテンシーの概念が検討されている。PISA は、OECD




さまざまな提案がなされている34。DeCeCo のコンピテンシーは以下の表 1 の内容である35。 














































                                                                  
html および日本学術会議 http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-21-k100-1.pdf、また、独立行






32 一例として、枝元益祐（2011）は、20 世紀の客観的な学力として測定可能な学力と 1990 年代から提起
され始めた PISA 型読解力やコンピテンシーなどのように思考能力に傾注する学力観とを対比して、
近代日本における後者の立場の学力観を論じている。 
33 国立政策研究所「OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）』に調査結果が公開されている。 
34 山田綾（2011）参照。 
























































力37で見れば、以下の表 2 のような能力が一般的コンピテンシーとして提案されている。 
表 2 Tuning Project コンピテンシー38 
分 









































                         
36 同上参照。 
37 松下佳代（2007）、黄福寿（2010）参照。 
































































































































































表 4 アメリカの大学協働制作によるバリュー・ルーブリック 
Intellectual and Practical Skills Personal and Social Respon
sibility 
Integrative and Applied 
Learning 
研究・分析 Inquiry and analysis 
批判的思考 Critical thinking 










問題解決 Problem solving 
市民としての知識と参加 Civic kn
owledge and engagement　lo
cal and global 
認知的知識とコンピテンシーInter




undations and skills for lif
elong learning 
学修の統合と応用力 Integrat
ive and applied learning
こうした達成項目について、具体的な基準が設けられて、質的な評価が行われる。日本では





























                         
47 関西国際大学「KUIS 学習ベンチマーク」から作成。 
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表 6 2012 年 12 月『日本語教育』「学会誌の回顧と展望」概要49 
分野
論者 








































































































                         






















































日本語文学科には 4 年生に各分野の「日本専題研究」2 単位があり卒業研究と論文作成がお




























































以下では、科目設置時期の 1998 年から科目デザインの変更を実施した 2005 年までを第１
期、2005年以降から現在までを第2期として大学・学科全体のカリキュラム中での「卒業制作及




に学生が卒業論文、報告の 2 つの形式から一つ選んで 1 年間で完成させる指導を始めた。そ
                         
55 淡江大学卒業生の実業界での評価は、淡江時報（2013）「2013/02/20 記事：《Cheers》雜誌「企業 愛
私校大學生」調查，本校蟬聯 16 連霸」（http://gdc.tku.edu.tw/TodayNews/fcdtl.aspx?id=817）参照。 
56 PDCA 分析は、組織運営（マネージメント）の質的改善の も基本的な方法である。日本の大学での実
践例としては、立仙和彦（2012）参照。 
57 淡江大学日本語文学科は台湾台北に位置し、1966 年に私立淡江大学に東方語学科として成立、
1985 年に日本語文学科と改称して現在、学部(日間 3 クラス、夜間 2 クラス)、大学院(日間修士課程
25 名、夜間修士課程 15 名)、二年制在職班(1 クラス 60 名)を有している。学生数は各学年約 400 名

































































科の管理職にも認められていなかったためである。1990 年代後半から 2000 年代前半は、台湾
における日本語学習者数も順調に増加している時期で日本語関連学科が次々に新設、増設
された時期であり、当時の学科会議では基本的に学科内の多くの教員が旧来の「卒業論文」と













この時期の科目の状態は経営学の PDCA モデルで言えば、 初の目標に対する共通理解






















































                         
61 楠山研（2012）参照。台湾のこうした動きは、世界的な動向と連動しており、イギリス、フランス、オラン
ダ、EU、アメリカ、オーストラリア、日本、韓国にこうした高等教育の評価機関が設置されている。 
62 第 1 期の評鑑結果は台湾高等教育評鑑中心基金会ホームページで公開されている（http://www.hee










































































マ ス プ ロ
教育大学 





2005 △ △ △ － － － － － － 
2006 △ △ △ △ － － － － － 
2007 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － 







































現在の PDCA サイクルは以下のようになっている。 
表 10 現在の PDCA サイクルと発見された問題 


































































                         
63 淡江大学日本語文学科の目標は学科ホームページ参照。現在の目標は、5 技能修得、各分野の専門
知識習得によって進路開拓を目指すという、従来型の大学教育の目標のままである（http://www.tfjx.
tku.edu.tw/intro/super_pages.php?ID=intro&Sn=6）。（2013 年 2 月 23 日閲覧） 
64 SWOT分析は、経営学で自社の分析と環境を分析するときの４つのポイント、Strength（強み）、Weakne
ss（弱み）、Opportunity（機会）、Threat (脅威)の頭文字を順に並べたものである。帝国データバンク
「実践マーケティング講座─経営に効くマーケティング 第 2 回：環境分析－SWOT 分析」http://www.
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